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新型インフルエンザの国内発生にかかる対応について 

 

 

 今般、メキシコや米国等における新型インフルエンザの発生に伴い、世界保

健機関（ＷＨＯ）において、４月２８日にフェーズ４の宣言が行われ、世界の

感染拡大が見られていたところですが、本日、国内において新型インフルエン

ザ患者の発生が認められました。 

こうした事態を受け、新型インフルエンザ対策本部専門家諮問委員会より

「『基本的対処方針』の実施について」（別紙１）において、国内における感染

の状況が第２段階（国内発生早期）となったとの報告がなされました。新型イ

ンフルエンザ対策本部幹事会においては、これらの報告に基づき、基本的対処

方針にかかる確認事項等（別紙２、別紙３）をとりまとめ、政府一丸となって、

より一層の対策を講じていくこととなりました。 

都道府県、保健所設置市及び特別区におかれましては、新型インフルエンザ

のまん延を防止するとともに、健康被害を最小限にとどめるため、関係部局及

び医療機関、医師会等の関係機関と連携し、基本的対処方針及び確認事項を踏

まえ、万全の体制で対策を講じていただくようお願いいたします。 

 

 



 
 

「基本的対処方針」の実施について  

 

平成２１年５月１６日 

新型インフルエンザ対策本部専門家諮問委員会 

 

 

１．はじめに 

本日、新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）患者が国内で発生したが、渡航

歴もなく、これまでの患者や停留者との接触もないため、地域での感染が始ま

った可能性が高い。しかも、今回は軽微な症状を呈する感染者が多いので国内

での感染拡大のおそれがある。これは、新型インフルエンザウイルスが国内に

侵入し、国内における感染の状況が、第２段階（国内発生早期）となったとい

うことである。 

 

今回の新型インフルエンザの感染力は、季節性インフルエンザと同様に感染

性は強いが、諸外国においては、多くの患者が軽症のまま回復しており、我が

国のこれまでに確認された 4名についても同様であった。 

治療については、抗インフルエンザウイルス薬の効果があると報告されてい

る。 

しかし、基礎疾患（糖尿病等）のある人たちを中心に重症化する傾向があり、

死亡例も報告されている。 

 

以上のことから、 

① 感染の更なる拡大を防ぐこと。 

② 特に、基礎疾患のある者など重症化しやすい人が新型インフルエンザに感

染して死亡することを防ぐことに努力を集中すべきである。 

このため、国、地方自治体、保健医療関係者、国民全員が協力し、  

① 国内発生早期においては、感染の疑いのある例についてはすべて検査し、

感染が強く疑われる場合には、軽症・重症を問わず措置入院し、更なる感

染の拡大を防ぐ。 

② 感染の拡大が進んだ段階においては、多くの軽微な感染者が発生し、医療

機関に殺到する可能性がある。したがって、医療機関においては基礎疾患

のある人が重症化しないよう医療供給体制の充実と各医療機関の機能の

明確化を図ることが重要である。また、軽症の患者については、自宅での

療養、医療従事者の訪問、あるいは、発熱外来への受診の徹底により一般

の患者と接触しないような工夫など、地域の実情に応じた対応を行う。 

別紙１ 



 
 

 

専門家諮問委員会としては、現在、知られている新型インフルエンザウイル

スの性状等を踏まえ、基本的対処方針の実施に関しては、以下の点について、

柔軟で弾力的な運用を行うよう提言する。 

 

２．社会生活上の取組みについて 

以下の各項目については十分に留意し、適切な対応をとるよう、政府は関

係者・国民に周知徹底するべきである。 

 

 ○ マスクの着用等 

  → 個人における感染防止策の徹底は極めて重要であり、引き続き手洗い、

人混みでのマスク着用、咳エチケットの徹底、うがい等を行う。 

 ※屋外等の解放空間においては、相当な人混みでない限りマスクを着用

する意味はない。電車やバスの中等の換気が悪く閉鎖的な空間の中では

マスクを着用することで周囲の人の咳やくしゃみによる飛沫を防ぐ意味

がある。また、他の人への咳エチケットとしてマスクを着用することが

望ましい。 

 

 ○ 外出 

  → 現時点では一律に外出を控えなくてもよい。個人は、人混みはなるべ

く避けることなどに引き続き注意する。 

 

 ○ 通勤・通学 

  → 現時点では一律の時差通勤等をしなくてよい。個人は、通学も含め、

なるべくラッシュ時を避けるなど、感染機会を減らす努力を行う。また、

事業者・学校は、時差通勤・通学を容認するなど、通勤・通学に際して

従業員・生徒の感染機会が減るように工夫する。 

 

 ○ 集会、スポーツ大会等 

  → 現時点では一律の自粛は要請しない。主催者は、当該イベントの趣旨・

必要性等を勘案し、総合的に判断すること。 

  

 ○ 学校・保育施設等 

  → 患者が学校・保育施設等に通う生徒・児童等の場合、その地域（市町

村の一部又は全域、場合によっては都道府県全域）の学校等については

臨時休業することを原則とする。ただし、大学については、一律の休業



 
 

を要請せず、各大学において感染が拡大しないように努める。 

    一方、患者が学校・保育施設等に通う生徒・児童等でない場合、２次

感染患者が発生し、さらに感染拡大のおそれがある場合には、同様に臨

時休業を行う。 

また、臨時休業の終了時期については、新型インフルエンザの発生状

況に応じ、1週間ごとに検討を行う。 

保育施設の休業に際しては、保育所に子供を通わせている従業員の勤

務について、事業所は配慮する。 

 

 ○ 事業者 

  → 現時点では一律の事業の縮小については要請しない。事業者は、事業

を適切に継続できるようにするとともに、感染ができる限り拡大しない

事業運営を行うこととすべきである。 

 

３．国内発生が見られた後の医療について 

＜医療機関への受診＞ 

  

○第２段階（国内発生早期）からは、この時期最大の目標として軽症・重症

を問わず、すべて検査を行い感染が強く疑われた例はすべて措置入院とし

感染拡大しないようにする。同様に重症例の治療に全力を注ぐことが必要

である。そのために、発熱や咳などのインフルエンザ様症状が見られた場

合には、まず「発熱相談センター」に相談のうえ、「発熱外来」を受診す

る。 

 

○政府としては国民にこの趣旨を周知徹底し、「発熱相談センター」や「発

熱外来」の利用について理解と協力を求める努力をすべきであり、国民も

「感染により重症化しやすい人の命を守る」という政府の方針に積極的に

協力すべきである。 

 

 ○第３段階（まん延期）では、多くの軽症例が発生するために、病院におけ

る治療は重症例のみに集中すべきである。更にこの時期では新型インフル

エンザの患者を指定医療機関だけで治療することは、収容能力の上からも、

また、感染防止対策としてもその意義は薄く、一般の医療機関も含め全て

の医療機関で新型インフルエンザの治療に対応する。ただし、こうした医

療機関では新型インフルエンザとして収容されている患者と他の患者との

接触を断つことに十分留意すべきである。 



 
 

 

○ 多くの軽症患者が一般の医療機関に殺到すれば、基礎疾患があり重症化し

やすい人に感染の危険が及ぶことになる。このため、軽症の患者へは、出

来るだけ医療機関への受診を控えて、地域の実情にあった方法、例えば自

宅で療養するなど協力を求める。その際、自宅待機する患者に対しては、

治療薬の宅配、医療関係者の訪問など、地域毎に患者の視点に立った対応

が準備されているところもあり、他の自治体もそのような事例を参考にし

て、患者が協力しやすい医療体制を整備すべきである。また、病院と診療

所はそれぞれの役割、及び責任分担を行い、軽症者と重症者の治療に混乱

のないよう連携を図るべきである。 

 

＜抗インフルエンザウイルス薬＞ 

○第２段階（国内発生早期）では、感染者に対して治療の目的でタミフル等

の抗インフルエンザウイルス薬を投与するが、更に、濃厚接触者やウイル

スに暴露した疑いのある医療従事者、初動対応者等に対し、抗インフルエ

ンザウイルス薬の予防投与が行われる。 

 

○もっとも感染の危険性があるのは患者の同居者であるが、そのほかにも疫

学調査で感染の危険性が高いと指摘された者（同じ学校、同じ職場の濃厚

接触者など）については患者の行動範囲を考慮して予防投与が行われる。 

 

○ 第３段階（感染拡大期）では、抗インフルエンザウイルス薬を治療として

使用する事に優先した方が良いため、予防投与は基本的に行わない。ただ

し、例外として、家族等に感染により重症化しやすい人が含まれる場合等

には予防投与があり得る。 

 

○いずれにせよ、感染拡大期以降では、治療に必要な抗インフルエンザウイ

ルス薬が十分確保されることが重要である。予防投与は感染により重症化

しやすい人などに例外的に行われるべきであり、この点について国民の理

解を深めていくことが必要である。 

 

 ４．おわりに 

新型インフルエンザ対策は、国・自治体・医療関係者・国民が一体となっ

て協力することによりはじめて成果が上げられる。限られた医療資源を効

果的に運用するためにも、上記の医療体制について国民の十分理解な理解

が得られるよう、国・自治体・医療関係者はあらゆる努力をすべきである。 



確認事項 

       

      平 成 ２ １ 年 ５ 月 １ ６ 日 

新型インフルエンザ対策本部幹事会 

 

政府は、新型インフルエンザの発生は、国家の危機管

理上重大な課題であるとの認識の下、新型インフルエ

ンザへの対策に総力を挙げて取り組むこととし、メキ

シコでの発生が確認されて以来、情報の収集と提供、

在外邦人の支援とウイルスの国内侵入の防止を目的と

した水際対策等を実施してきた。 

この間に確認された海外の症例等を見ると、今回の

新型インフルエンザについては、通常の季節性インフ

ルエンザと同様に感染性は強いが、多くの方が軽症の

まま回復したことが確認されている。 

しかし、基礎疾患のある者を中心に、重症化する傾

向があり、死亡例も報告されている。 

本日、新型インフルエンザの患者が国内で確認され、

地域における感染が始まった可能性が高いことから、

基本的対処方針（平成 21 年 5 月 1 日新型インフルエン

ザ対策本部決定）を踏まえ、自治体、医療機関、事業

別紙２ 



者や関係団体と連携・協力し、国民の協力を得て、当

面、次の措置を講ずる。 

一．広範な情報収集と国民に対する迅速かつ的確な情報

提供を行う。 

（一）ウイルスの感染力や病原性、検査方法、感染防止

策、治療方法等に関する正確な情報提供を行う。 

（二）国内サーベイランスを強化する。 

（三）問い合わせに対し、発熱相談センターや自治体、

厚生労働省や外務省等の相談窓口において適切に対

応する。 

二．国内での患者発生に対応した医療体制の整備等を早

急に進める。 

（一）発熱外来の整備を進める。整備の方法については、

各自治体が地域の実情を踏まえ、適切かつ柔軟に判

断する。 

（二）抗インフルエンザウイルス薬等の円滑な流通を確

保する。 

（三）患者との濃厚接触者や、医療従事者、初動対処

要員等のうち感染防止策が不十分なため、ウイル

スに暴露した疑いのある者に対し、抗インフルエ

ンザウイルス薬の予防投与を行う。 



三．地域や職場における感染拡大を防止するため、患

者や濃厚接触者が活動した地域等において、次の

措置を講ずる。 

（一）積極的疫学調査を徹底する。 

（二）外出に当たっては、人混みをなるべく避けると

ともに、手洗い、混み合った場所でのマスク着用、

咳エチケットの徹底、うがい等を呼びかける。 

（三）事業者や学校に対し、時差通勤・時差通学、自

転車通勤・通学等を容認するなど従業員や児童・

生徒等の感染機会を減らすための工夫を検討する

よう要請する。 

（四）集会、スポーツ大会等については、一律の自粛

要請は行わないが、主催者に対し、感染の広がり

を考慮し、当該集会等の開催の必要性を改めて検

討するとともに、感染機会を減らすための工夫を

検討するよう要請する。 

（五）学校（大学を除く。以下同じ。）・保育施設等

については、児童・生徒等を通じて感染源となり

やすいことから、発生した患者が学校・保育施設

等に通う児童・生徒等である場合、人口密度や生

活圏域等を考慮しつつ、原則として、市区町村の



一部又は全域、場合によっては都道府県全域の学

校・保育施設等の臨時休業を要請する。また、発

生した患者が児童・生徒等以外である場合であっ

ても、二次感染が生じ、さらに感染拡大のおそれ

があるときは、同様に、学校・保育施設等の臨時

休業を要請する。なお、臨時休業は、基本的には、

発生段階が回復期に至るまでは継続することにな

るが、疫学的情報を踏まえ、各都道府県において

1 週間ごとに検討を行う。大学に対しては、休業

も含め、できる限り感染が拡大しないための運営

方法を工夫するよう要請する。 

   なお、従業員の子ども等が通う保育施設等が臨

時休業になった場合における当該従業員の勤務に

ついて、事業者に対し、配慮を行うよう要請する。 

（六）事業者については、事業運営において感染機会

を減らすための工夫を検討するよう要請する。 

四．水際対策としての検疫・入国審査及び発生国におけ

る在外邦人に対する支援に引き続き取り組む。  

五．ウイルスの病原性等の解析及びパンデミックワクチ

ンの開発に取り組む。 

六．電気・ガス・水道、食料品・生活必需品等の事業者



に対し、供給体制の確認や事業継続に向けた注意喚

起を行う。 

七．必要に応じ、次の措置を講ずる。 

（一）食料品・生活必需品等の購入に当たっての消費

者の適切な行動を呼びかける。 

（二）社会混乱に乗じた各種犯罪の取締り等治安の維

持に当たる。 


